
 

☆参議院「我が国及び国際社会の平和安全法制に関する特別委員会」での安保関

連法案の議決の不存在確認および審議の再開を求める弁護士有志声明☆  

 

参議院「我が国及び国際社会の平和安全法制に関する特別委員会」（以下「委員会」）は、

平成２７年９月１７日午後４時３０分頃、野党が出した鴻池祥肇（よしただ）委員長の不

信任動議を賛成少数で否決し，その後、鴻池氏が委員長席に戻ったあとで、これまでの審

議を締めくくる総括質疑を行わないまま、採決を強行したと報道されている。  

しかし、傍聴していた者及びインターネット等で国会中継を見ていた者からはおよそ外形

的に見て採決が存在したとは到底言い難い状況であった。また、速記録（未定稿）では、

鴻池委員長が席に戻った後は「発言する者多く、議場騒然、聴取不能」と書かれている。  

 

我々は、法的な見地から、次の２点を指摘したい。  

１．まず，参議院規則及び会議体の議決の一般原則への違反である。  

参議院規則１３６条１項は「議長は、表決を採ろうとするときは、表決に付する問題を宣

告する。」と定めている。  

 

参議院規則１３７条１項は、「議長は、表決を採ろうとするときは、問題を可とする者を起

立させ、その起立者の多少を認定して、その可否の結果を宣告する。」  

 

そして，議決（表決）が，議員による議題に対する賛否の意思表明である以上、同１３６

条１項の「議長」による表決に付する問題の「宣告」は，議決権を有する議員が明瞭に聞

き取れるものでなければならない。これを欠いた「議決」は，なんらかの議員の意思表示

がなされていたとしても，そもそも意思表明の対象を特定することができないのであるか

ら，議決は外形的に不存在というほかない。  

 

上記は参議院規則のみならず、会議体の議決の一般原則である。例えば、株主総会におい

て、議長が議題を宣告しないのに、株主が挙手や起立をしても、それは議決とは認められ

ない。  

 

昨日（９月１７日）の委員会についてみれば、委員会の映像記録を見ても、議長による議

題の宣告がなされたことは確認できない。また、速記録でも、「聴取不能」とされており、

議題の宣告がなされたことは一切確認できない。さらに、議決は、参議院規則１３７条１

項にあるように、議題に賛成する者の起立で行われるが、映像記録を見ても速記録を見て

も、「議場騒然」の状況であり、議題に対する賛成者が多数であるか否かを確認することが

不可能な状況であった。これでは法的に見て議決が存在したとは到底評価することができ

ない。  

 



２．次に、委員会の参議院議員の多数派は、憲法９９条に違反している点である。憲法９

９条は「天皇又は摂政及び国務大臣，国会議員，裁判官その他の公務員は，この憲法を尊

重し擁護する義務を負ふ。」と定めている。したがって，憲法に適合する法律を制定するの

が国会議員の職責である。また，仮に提出された法案が憲法に適合しないのであれば，憲

法に適合する内容に修正するのが国会議員の職責である。現在国会にて審議中の安保法案

の内容については、憲法違反であることが元・最高裁判所長官の山口繁氏，最高裁判所元

判事，７０名を超える元裁判官，歴代の内閣法制局長官を初めとする多くの法律家や学者

によって指摘されており、憲法違反であることは明白である。また９月１５日に中央公聴

会、９月１６日に地方公聴会を開催したばかりであるところ、それらの公聴会でも多くの

公述人が安保法案を違憲と述べた。その中には、元最高裁裁判官の濱田邦夫氏も含まれて

いる。憲法尊重擁護義務を国会議員に課す憲法９９条に基づき、委員会の参議院議員は、

公聴会での公述人の意見も踏まえて、安保法案を憲法に適合するものに修正するための審

議を充分な時間をかけて行なうか、あるいは、改めて立法事実の存在から問い直し、安保

法案を廃案にすべきではないかを検討すべき義務があった。採決を強行しようとした多数

派は、かかる義務に違反している。  

 

上記２点の指摘事項を総括すれば、委員会での安保法案の採決は、そもそも不存在であり、

かつ憲法に違反する強行的な手段であったと言わざるを得ない。  

 

念の為にいえば、議決の不存在とは、①議決の実施の事実がない場合のみならず、②一応

議決と目すべきものは事実上存在するが、その成立過程の瑕疵が著しく、法的に議決があ

ったと評価できない場合を含むものである。したがって、議決が存在するというためには、

一応議決と目すべきものが事実上存在するだけでは足りないのである。  

 

我々は、主権者として、かつ日本国の弁護士資格を有する者として、憲法尊重擁護義務を

負う参議院議員に対して、「我が国及び国際社会の平和安全法制に関する特別委員会」での

安保関連法案の議決は存在しなかったことを主張するものである。同時に、参議院自身が、

委員会での議決の不存在を認めるとともに、早急に審議を再開し、公述人等の意見を踏ま

え、憲法に適合する法案を作成するための充実した審議を慎重に進めるべきことを求める。 

 

弁護士有志一同（２２５名）  

平成２７年９月１８日  


